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議案第５４号

鳥取県県立高等学校授業料等徴収条例の一部改正について

　次のとおり鳥取県県立高等学校授業料等徴収条例の一部を改正することについて、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第９６条第１項の規定

により、本議会の議決を求める。

　　平成２２年２月１５日

　

鳥取県知事　　平　　井　　伸　　治　　

　

　　　鳥取県県立高等学校授業料等徴収条例の一部を改正する条例

　

　鳥取県県立高等学校授業料等徴収条例（昭和６３年鳥取県条例第４号）の一部を次のように改正する。

　次の表の改正前の欄中項の表示に下線が引かれた項（以下「移動項」という。）に対応する同表の改正後の欄中項の表示に下線が引かれた

項（以下「移動後項」という。）が存在する場合には、当該移動項を当該移動後項とし、移動後項に対応する移動項が存在しない場合には、

当該移動後項（以下「追加項」という。）を加える。
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　次の表の改正前の欄中下線が引かれた部分（項の表示を除く。以下「改正部分」という。）を当該改正部分に対応する同表の改正後の欄中

下線が引かれた部分（項の表示及び追加項を除く。）に改める。

 

改　　　　　　　正　　　　　　　前改　　　　　　　正　　　　　　　後

（授業料等の徴収）

第２条　県立高等学校の生徒に対しては授業料（通信制の課程に

あっては、受講料。以下同じ。）を、県立高等学校への入学（他

の県立高等学校からの転入学を除く。）を許可された者に対して

は入学料を、県立高等学校への入学志願者（通信制の課程への入

学志願者及び他の県立高等学校からの転入学志願者を除く。）に

対しては入学選抜手数料を徴収する。

２　前項の規定にかかわらず、当分の間、県立高等学校の生徒に対

しては、専攻科の生徒その他規則で定める者を除き、授業料を徴

収しない。

３　略

（授業料等の額）

第３条　授業料、入学料及び入学選抜手数料の額は、次のとおりと

する。

（授業料等の徴収）

第２条　県立高等学校の生徒に対しては授業料（通信制の課程に

あっては、受講料。以下同じ。）を、県立高等学校への入学（他

の県立高等学校からの転入学を除く。）を許可された者に対して

は入学料を、県立高等学校への入学志願者（通信制の課程への入

学志願者及び他の県立高等学校からの転入学志願者を除く。）に

対しては入学選抜手数料を徴収する。

２　略

（授業料等の額）

第３条　授業料、入学料及び入学選抜手数料の額は、次のとおりと

する。



害
　117　害

　　　附　則

（施行期日）

１　この条例は、平成２２年４月１日から施行する。

（経過措置）

２　略 ２　略

金　　　額

区　　分 入学選抜

手数料　

入学料授業料（年額）

　略１１８，８００円全日制の

課程　　

県立高等

学校　　

　略３２，４００円定時制の

課程　　

　略１単位につき　
　３１０円

通信制の

課程　　
　

　略

金　　　額

区　　分 入学選抜

手数料　

入学料授業料（年額）

　略１１１，６００円全日制の

課程　　

県立高等

学校　　

　略３１，２００円定時制の

課程　　

　略１単位につき　
　２９０円

通信制の

課程　　

　略
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２　この条例の施行の日（以下「施行日」という。）の前日に県立高等学校に在学し、及び施行日以後引き続き在学する者であって、改正後

の鳥取県県立高等学校授業料等徴収条例（以下「新条例」という。）第２条第２項の規定による授業料の不徴収（以下単に「不徴収」とい

う。）の対象とならないものに係る授業料の額は、新条例第３条第１項の規定にかかわらず、なお従前の例による。

３　施行日以後において、県立高等学校に編入学、転入学、再入学又は転籍（以下「編入学等」という。）をする者で不徴収の対象とならな

いものに係る授業料の額は、その者の属する学年に在学する者（学校教育法施行規則（昭和２２年文部省令第１１号）第１０３条第１項の規定に

より学年による教育課程の区分を設けない県立高等学校の全日制の課程又は定時制の課程に編入学等をする場合においては、その者の在学

すべき期間が相当する者）で不徴収の対象とならないものに係る授業料の額と同額とする。


